
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路位置指定の手引き 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30 年 4 月  

（令和２年４月改訂）  

 

 

 

 

岩国市都市開発部建築指導課  

 

 

 

 



 

 

 

目 次  

 

第１章 目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  1 

第２章 手続きの流れ  

  （１）申請手続きの流れ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  2 

（２）事前に関係者との協議を整えておくべき事項・・・・・・・・・  2 

第３章 一般基準  

  （１）申請道路の接続・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  3 

  （２）申請道路の起点・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  3 

  （３）申請道路の延長・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  3 

  （４）申請道路の幅員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  4 

  （５）申請道路の転回広場・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  5 

  （６）申請道路のすみ切り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  8 

  （７）敷地の面積・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 

第４章 築造基準  

  （１）申請道路の分筆等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

  （２）申請道路の構造・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

  （３）申請道路の勾配・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

  （４）申請道路の付属施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

  （５）申請道路の排水施設等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

  （６）その他事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

第５章 手続き  

  （１）申請書等の様式・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

  （２）事前協議・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

  （３）道路位置指定申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

  （４）申請書の記入方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 

（５）申請に必要な書類について・・・・・・・・・・・・・・・・・14 

（６）申請図面等の作成に伴う注意事項・・・・・・・・・・・・・・15 

 

 

 

 

 



 

- 1 - 

 

第１章 目的 

 

 この手引きは、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以下、「法」という。）第 42

条第 1項第 5号の規定に基づく道路の位置の指定（以下、「道路位置指定」）の手続き

について、下記、関係法令に定められている事項以外の必要な事項を定めることを目

的とする。 

 なお、道路位置指定を受けて、土地利用を図ることのできる区域の面積は、原則と

して都市計画法の開発許可の対象とならない土地に限られます。また、開発許可を受

けることが可能な土地において殊更に小規模な区域を設定しないよう留意してくだ

さい。 

 

 

関係法令 

 

 ・建築基準法第 42 条（道路の定義） 

 ・建築基準法第 43 条（敷地等と道路との関係） 

 ・建築基準法施行令第 144 条の 4（道に関する基準） 

 ・建築基準法施行規則第 9条（道路の位置の指定の申請） 

 ・建築基準法施行規則第 10 条（指定道路等の公告及び通知） 

 ・昭和 45 年 12 月 28 日建設省告示第 1837 号（自動車の転回広場に関する基準） 

 ・岩国市建築基準法施行細則第 16 条及び第 17 条 
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第２章 手続きの流れ 

 

（１）申請手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事前に関係者との協議を整えておくべき事項 

ア）開発許可に該当するか否かに係り、開発担当部局と協議を整えること。 

イ） 都市計画法における地区計画区域や土地区画整理区域内に存する場合、また関係

部分に都市計画施設が存する場合は、都市計画部局と協議を整えること。 

ウ）法定外公共物を道路の区域に含む場合、また関係する場合は管理部局（道路課、

河川課、各支所農林建設課等）と協議を整えること。 

エ）放流先等については、管理者と協議を整えること。 

オ）道路位置指定により影響を受ける隣接地関係者と協議を整えること。 

カ）そのほか必要と思われる事項について、協議を整えること。 

 

･手数料の納付 

･開発行為等の有無 

･接続道路等との境界立会 

･法定外公共物の協議 

･放流先等の協議 

･隣接関係者との協議 

･地区計画区域内など 

事 前 協 議 

(事前協議書) 

関係部局 

道路位置指定の通知及び公告 

申 請 者 

建築指導課 

着  工 

申請書事前確認 

現場検査 

道路位置指定 

申請書受理 

事前協議完了通知書 

計画の変更 

事前協議 

完  了 
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第３章 一般基準 

 

（１）申請道路の接続 

接続する既存道路は建築基準法上の道路であるとともに、私道である場合は当該道路

の使用について問題が生じないよう必要な措置が講じられているものとする。 

 

 

（２）申請道路の起点 

申請道路の起点は、接続する既存道路との境界線とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）申請道路の延長 

申請道路の延長は、申請道路の起点より終点までを道路中心の長さにより算定するも

のとし、原則として転回広場を含むものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存道路 

延長（中心線） 1/2 

1/2 申請道路 

Ａ 

Ｃ 

既
存
道
路 

Ｂ 

延長＝Ａ+Ｂ+Ｃ 

既存道路 

4ｍ以上 

申請道路 

既存 

道路 

4ｍ未満 

2ｍ 

申請道路 

後

退

線 

道路後退部分は 

申請道路面積に含む 

中

心

線 

転回広場有無の 

判定長さ起点 
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申請書の記入は、水平距離とします。 

ただし、転回広場の判定は、実延長となりますので注意のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）申請道路の幅員 

申請道路の幅員は、道路の中心線に直角に測り、有効幅員を４ｍ以上確保しなければ

ならない。なお、通行上支障ない蓋を設置した側溝の部分は道路幅員に含むことがで

きる。ただし、カーブミラーやガードレール等の安全施設を設ける場合にあっては、

安全施設等の内側からの幅員とする。 

 

Ｕ字側溝（蓋設置）の場合 

 

 

 

 

 

 

 

   Ｌ字側溝（幅員 6.0ｍ未満）の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

   Ｌ字側溝（幅員 6.0ｍ以上）の場合 

 

 

 

 

 

有効幅員 

道路幅員 

宅地 宅地 

道路幅員＝有効幅員 

宅地 宅地 

※勾配は 12％以下 

既存道路 

敷地 

水平距離 

実 延 長 

有効幅員＝4.0ｍ以上 

道路幅員 

宅地 宅地 

有効幅員で 4.0ｍ以上が必要。 

※立上りが 2cm 以下の場合は有効幅員に含めることができる。 

ただし、道路排水が有効に機能するかの検討が必要です。 

※ 
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（５）申請道路の転回広場 

 

申請道路の転回広場の要否及び位置については、袋路状道路で、幅員６ｍ未満か

つ延長（既存の幅員６ｍ未満の袋路状道路が他の道路に接続するまでの部分の延長

を含む）が 35ｍを超える場合に、「終端に設ける転回広場」を設けなければならない。

また、起点から終端の転回広場までの区間 35ｍ以内毎に「中間に設ける転回広場」

を設けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転回広場を設置すべき位置に建築物又は工作物等があるため、転回広場を規定す

る位置に設ける事が著しく困難であると認められる場合においては、当該転回広場

を設置すべき位置に最も近い位置に転回広場を設けることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35ｍ以内 

既
存
道
路 

35ｍ以内 

道路中心線 道路中心線 道路中心線 

申請道路 

35ｍ以内 35ｍ以内 

６
ｍ
未
満

 

既
存
道
路 

道路中心線 道路中心線 

35ｍ以内 35ｍ以内 

６
ｍ
未
満

 

申請道路 既存道路 

既
存
道
路 

道路中心線 道路中心線 

35ｍ以内 35ｍ以内

６
ｍ
未
満

 

申請道路 既存道路 
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申請道路の転回広場の形態は、次図を基本とし、次図以外については昭和 45 年 12 月

28 日建設省告示第 1837 号の検証を行うこと。なお、数値は有効寸法とする。 

 

「 終端に設ける転回広場 」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CL 

5ｍ 

2ｍ 

4ｍ 2ｍ 

5
ｍ

 2
ｍ

 

道路中心線 

35ｍ以内 

 ※道路の長さに転回広場を含む ※道路の長さに転回広場を含む 

5
ｍ

 2
ｍ

 
2
ｍ

 5
ｍ

 

道路中心線 

CL 
35m 以内 

2ｍ 4ｍ 

7ｍ以上 

2
ｍ

 

道路中心線 

2ｍ 

 ※道路の長さに転回広場を含まない 

CL 

8
ｍ

 

2
ｍ

 

35ｍ以内 

5ｍ 

2
ｍ

 

道路中心線 

6
.5
ｍ

以
上

 

2ｍ 10ｍ以上 

 ※道路の長さに転回広場を含まない 

CL 

5ｍ 

35ｍ以内 
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   「 中間に設ける転回広場 」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5
ｍ

 

CL 

道路中心線 

2
ｍ

 

2ｍ 4ｍ 2ｍ 

 ※道路の長さに転回広場を含む 

転回広場中心線 

道路長さ測定点 

CL 

凡例 

5ｍ以上 

道路中心線 

2
ｍ

 

2ｍ 2ｍ 

 ※道路の長さに転回広場を含まない 

CL 

2
ｍ

 

6
.5
ｍ

以
上

 

5ｍ 

2
ｍ

 

道路中心線 

2
ｍ

 

2ｍ 10ｍ以上 2ｍ 

 ※道路の長さに転回広場を含まない 

CL 

5ｍ 
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（６）申請道路のすみ切り 

 

申請道路が同一平面で交差し、若しくは接続し、又は屈曲する箇所においては、一辺

の長さ２ｍ以上の二等辺三角形のすみ切りを設けなければならない。 

なお、接続道路が法第 42 条第 2項の規定に基づく道路の場合は、道路後退線からすみ

切りを設置しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交差、接続、屈曲する箇所における内角が 60 度以下の場合は、二等辺三角形の底辺を

２ｍ以上とするすみ切りを設けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

接続道路と申請道路の間に河川や水路等がある場合は、接続道路の境界からすみ切り

を設置します。なお、すみ切りの寸法は架橋の有効寸法での確保が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60 度以下 

2ｍ以上 

120 度未満 

2ｍ 

2ｍ 
道路後退線 

法第 42 条第２項道路 

2ｍ 

2
ｍ

 
2
ｍ

 

2ｍ 

2
ｍ

 

2
ｍ

 

申請道路 

水路 

2ｍ 

水路 

2ｍ 

2
ｍ

 

接続道路 

占用許可部分 
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次に掲げる状況等で、止むを得ない理由があり避難及び通行の安全上支障がないと

市長が認める場合は、片側の角地に一辺の長さ３ｍ以上の二等辺三角形のすみ切りと

することができる。なお、片すみ切とせざるを得ない場合は、止むを得ない理由及び

避難及び通行の安全上支障がない旨（対応・管理方法等）について明示した理由書を

添付したうえで、協議を行うこと。 

○道路を河川、水路等に接して築造する場合で、これに交差する橋梁等によりすみ

切りを設けることができない場合。 

○角地の既存建築物、堅固な擁壁等により、すみ切りを設けることができない場合。 

 

 

（７）敷地の面積 

 

申請道路を利用して敷地となる土地（以下、「計画敷地」という。）１区画の面積は、

原則として 150 ㎡以上とする。ただし、既存の建築物がある敷地については、協議に

よるものとする。 
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第４章 築造基準 

 

（１）申請道路の分筆等 

 

○ 申請道路の部分の土地（道路後退部分を含む。）は、原則として分筆し、地目を「公

衆用道路」とするものとする。 

○ 申請道路の境界は、側溝、縁石、標示杭等で明確に区画しなければならない。 

 

 

（２）申請道路の構造 

 

申請道路の路面は原則としてアスファルト舗装、コンクリート舗装とし、路床等の状

態により舗装厚等の構造を検討すること。特に盛土による土地の場合は、土質試験に

基づき、舗装構成等を検討すること。 

なお、アスファルト舗装の場合は、表層 50mm 路盤 100mm 以上を標準とする。 

 

 

（３）申請道路の勾配 

 

申請道路の縦断勾配は、12 パーセント以下とする。ただし、周囲の状況によりやむを

得ず縦断勾配が 12 パーセントを超える場合においては、滑り止めの処置を講じる等避

難及び通行の安全上支障がないようにしなければならない。 

 

 

（４）申請道路の付属施設 

 

○ 申請道路が、隣接する土地と高低差がある場合又は通行の安全に支障があると思

われる場合は、ガードレール、フェンス、カーブミラーその他の安全施設を設け

なければならない。 

○ 申請道路の敷地内において、切土、盛土、擁壁等の設置をする場合においては、

原則として山口県の開発許可ハンドブックの基準によらなければならない。 

 

 

（５）申請道路の排水施設等 

 

○ 道路及びこれに接する敷地内の排水に必要な側溝、街渠等を設け、他の有効な排

水施設に接続すること。 

○ 側溝は、原則としてＵ字側溝または自由勾配側溝とする。ただし、宅地内の排水

に支障がなく道路の排水のみに供する側溝は、Ｌ型側溝とすることができる。な
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お、Ｌ型側溝とする場合の立ち上りは 10ｃｍを標準とし、10cm 未満の場合は、道

路排水が有効に機能するか検討を行うこと。 

○ 幅員構成、通行車両等を考慮し、適切な耐荷重構造とすること。 

  なお、耐荷重は 25ｔを標準とする。 

○ 側溝の格子蓋又は集水桝は、隅角部等 10ｍを超えない距離毎に設けることを標準

とする。また、集水桝の泥だめ高さは 15ｃｍ以上確保し、排水を良好にすること。 

○ 申請道路部分の埋設管は、適切な土被り厚（原則として 60ｃｍ以上）を確保する

か、重圧管等の必要な措置の講じられたものとすること。 

 

 

（６）その他事項 

 

○ 建築基準法第 19 条第１項の規定に適合するよう計画すること。 

○ 土地利用の状況でやむを得ず道路の幅員部分と明確に分離されない道路敷きの

部分が生じる場合は、安全上の問題が生じる恐れがあることから、十分な協議

を行うこと。 

○ 将来、市道として岩国市に寄付を予定しているものについては、別途、その状

況を踏まえ道路部局と協議検討を行うこと。 

○ 位置指定道路の築造に当たっては、再生資源の積極的活用に努めること。 
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第５章  手続き 

 

（１）申請書等の様式 

 

   ○岩国市建築基準法施行細則（以下、「細則」といいます。）に定めているもの 

      道路位置指定申請書（道路位置指定通知書） 

      道路位置指定承諾書 

      道路位置標示届 

   ○その他の様式 

      道路位置指定事前協議書（道路位置指定事前協議完了通知書） 

 道路位置指定変更事前協議書（道路位置指定（変更）事前協議完了通知書） 

 

 

（２）事前協議 

 

○ 事前協議は、指定道路の築造の前に「道路位置指定事前協議書」（正副２通）の提

出により行うものとする。 

○ 申請道路の築造工事は、事前協議完了の通知を受けた後に着手するものとする。 

○ 添付すべき図書等は以下により、各図面等の詳細については（５）及び（６）に

よる。 

       ・付近見取図 

・平面図 

・計画敷地の区画割図 

・道路横断図 

・道路縦断図 

・排水計画図及び流量計算書 

・求積図 

・公図の写し 

・各種許可証等 

・その他、市が必要と認めるもの 

・代理者が手続きを行う場合は委任状 

 

 

（３）道路位置指定申請 

 

○ 指定道路を築造し分筆手続き完了の後に「道路位置指定申請書」（正副２通）を提出

し、申請書の事前確認を行うものとする。 

○ 添付すべき図書等の詳細については、（４）、（５）及び（６）による。 

○ 道路位置指定申請書の事前確認ののちに、手数料を納付し、現場検査を行う。 
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（４）申請書の記入方法 

 

○ 年月日 

  申請手数料を納付したのちに、申請受付日を記入する。 

 

○ 申請者の住所・氏名等 

  申請者が法人の場合は、その事務所の所在地・名称及び代表者の氏名を記入する。 

 

○ 築造主 

  築造する者の住所・氏名を記入する。 

 

○ 連絡者 

  申請の委任を受けた場合に、委任者の住所・氏名を記入する。 

  なお、委任状の添付が必要となります。 

 

○ 道路の概要 

・符号 

 道路中心線の折れ点毎に符号を設け、区間を記入する。（例：No.0～No.1） 

・中心線の長さ 

 単位は小数第１位までとし、小数第２位を四捨五入する。 

・幅員 

 単位は小数第１位までとし、小数第２位を切り捨てる。 

 

○ 土地の権利関係 

申請道路の中に含まれる法定外公共物（里道、水路）は、土地の面積及び長さに編

入するものとする。なお、地番の表示方法は「○○番○○地先」とする。 

・土地の符号 

 任意の符号を記入する。 

・所在及び地番 

 地名地番を記入する。なお、「岩国市」の部分は省略して差し支えない。 

・道路の敷地となる土地の面積 

 単位は小数第２位までとし、小数第３位を切り捨てる。 

・所有者その他の権利者又は管理者の別 

 「所有者」・「管理者」等の別を記入する。 

 その他権利を有する者は具体的な権利（抵当権者、地上権者等）を記入する。 
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（５）申請に必要な書類について 

  申請書（正・副）には、次に揚げる図書及び書類を添付しなければならない。 

項目 正 副 備考 

道路位置指定申請書 

（道路位置指定通知書） 

○ ○ （細則の様式第 11 号） 

委任状 

 

○ 写し 代理者が手続きを行う場合 

道路位置標示届 

 

○ 不要 （細則の様式第 14 号） 

道路位置指定承諾書  ※1 

 

○ 写し 権利者全員。 （細則の様式第 12 号） 
※印鑑登録証明書の印鑑での押印が必要です。 

印鑑登録証明書 
※原本のみで、写しは不可 

○ 不要 権利者全員。※1 

申請前３か月以内のもの。 

道路位置指定に関する 

承諾書        ※2 

 

○ 写し 申請道路の接続先が私道である場合、当該

既存の道路に関して権利を有する者。 

登記事項証明書 

 

 

○ 写し 申請道路の全ての筆。 

申請前３か月以内で最新のもの。 

接続先が私道の場合は、当該道路部分を含

むものとする。 

公図の写し      ※3 

 

 

○ 写し 申請道路及び隣接する土地。 

申請道路の部分を点線で記入。 

各種許可証等 写し 写し 法定外公共物に関するもの、 

道路法の加工･占有許可書、 

水路に関する許可書、承諾書、 

下水管の接続に関する検査済みの確認で

きるものの写し、 

その他必要な書類 

申請図面等 ○ 写し 付近見取図、平面図、計画敷地の区画割図、

道路横断図、道路縦断図、排水計画図、流

量計算書、求積図、その他必要と認める図

書 

※注意事項は次ページ 

完成写真及び写真位置図 ○ 写し 完成時の指定道路全体、接続道路との接続

箇所、転回広場、道路排水施設等の状況を

撮影。6 枚程度にまとめること。 

 

その他、必要と認めるもの 

 

 

○ 写し  

※１承諾書及び印鑑証明書を必要とする権利者とは、位置の指定を受けようとする道路の敷地となる土地

又はその土地にある建築物若しくは工作物に関して権利を有する者であり、具体的には、所有権、地上

権、賃借権、抵当権、永小作権、地役権、質権、先取特権等の権利を有する者（保全処分の対象となっ

ている場合はその保全処分をしたものを含む。）とする。また、承諾書及び印鑑証明書を必要とする管

理者とは、当該道路を常に適正な形態に保つように管理する者とする。 

※2 接続先が私道である場合は、当該既存の道路に関して権利を有する者に対して、道路の位置の指定に関

する説明を行い、同意を得るよう努めなければならない。 

※3 複写を行った場合は、複写年月日及び氏名等を記入すること。 
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（６）申請図面等の作成に伴う注意事項 

○ 申請書類は永年保存であるため、正確に記入し、汚損のないようにしなければな

らない。 

○ 申請図のうち、付近見取図、平面図、公図の写しについては建築基準法施行規則

第 10 条の規定による公告の関係図書となることから、縦覧に支障のない図面とす

ること。 

名称 記載事項及び注意事項 

付近見取図 縮尺 1/2500 程度 

方位、道路、その他目標となる地物等を明示すること。 

平面図 方位、縮尺、申請道路の幅員・長さ・すみ切りの長さ・側溝、

縁石、標示杭等の位置、土地の高低差、その他必要な事項、 

接続する既設道路の種別及び幅員を明示すること。 

計画敷地の 

区画割図 

申請道路を利用することとなる各敷地の区画割及び各区画

の面積を明示すること。 

なお、平面図との兼用可とする。 

道路横断図 縮尺 1/30～1/50 程度 

申請道路の構造、幅員、境界線等を明示すること。 

 

道路縦断図 縮尺 1/30～1/50 程度 

申請道路の長さ、高低差、勾配等を明示すること。 

 

排水計画図 

流量計算書 

申請道路及び計画敷地内の排水に必要な側溝、街渠等の位置

及び構造、並びに排水経路を明示すること。 

流量計算は山口県開発ハンドブック排水施設の設計（流量断

面の算定）を標準とします。なお、降雨強度は 5年確率、流

達時間(t)は 5 分を標準とします。 

求積図 申請道路部分の土地について、地番ごとに求積すること。 

 

その他、必要と認め

るもの 

例１：隣接地に既存建築物がある場合 

  申請道路により生じる建築基準法の集団規定に関する

検討（道路斜線制限等）を図示し、影響を受ける者への

説明した記録等を明記すること。 

 

例２：築造物が二次製品の場合 

製品の耐荷重が確認できるカタログ等を添付 

（側溝・桝等） 

 

 


